
日本企業がインド進出を考えるとき、候補地にあげるカ

ルナタカ州、グジャラート州、アンドラプラデッシュ州、

デリー近郊、タミルナドウ州を一気に視察してきた。

1．外資受け入れ態勢の進歩

1990年代にインド人の方から、外国投資促進のためのア

イデアを聞かれたことがある。マレーシア投資開発庁や上

海外国投資工作委員会などを例に出し、ワンストップの投

資窓口モデルが有効と答えた。遅まきながら、インドでも

多くの州においてワンストップの投資窓口組織が存在して

いる。カルナタカ州には投資開発委員会という組織があり、

ワンストップサービスを行っている。決裁は、決裁権限者

が州大臣、州首相かを問わず、とにかく速いらしい。１週

間以内で進出許可を取得した日本企業の実例を聞き、組織

はうまく機能していることを知った。

アンドラプラデッシュ州の大規模工業団地Sri Cityでは、

入居企業に対し州当局とのいっさいの許認可事務サービス

代行を行っているという。この団地には神戸製鋼が進出し

建機工場を稼働させているが、申請から操業開始まで１年

弱で実現したということだ。チェンナイのマヒンドラワー

ルドシティなど大規模工業団地でも類似のサービスを提供

している。これは進出企業には大助かりだ。官民共同して

のこのスピード感は、これまでのインドにはなかった気が

する。大きな進歩といっていい。

2．進む工業団地開発

日本の企業が進出に際し頭を抱える問題のひとつに工場

用地確保がある。インドでは不動産の登記制度はなく、所

有権は土地売買契約書により確認される仕組みだ。直に土

地を購入することは、後になって突然真の所有者が現れて

こないとも限らず、リスクが大きいといわれる。土地整地

から電気・ガス・水道など基本インフラ整備を自ら行うと

なると相当のコストもかかる。したがって、州政府や民間

の開発した工業団地に入るのが無難なのだが、世界中の企

業に人気のチェンナイ地区の用地不足は、２～３年待ちと

いった具合に深刻なようだ。むろん、民間による新規開発

計画はあるが、今すぐにというわけにはいかない。

今回の訪問では日本貿易振興機構（JETRO）がラジャス

タン州政府と協力し、日本企業向けに分譲したニムラナ工

業団地を視察した。ムンバイまで通じるインド第一の幹線

道路、国道（NH）８号線で約100km、渋滞なしで車で２時

間弱の場所。広大な用地だがすでに30社強の日本企業が入

居しており、ほぼ満杯の状況とか。ジェトロはニムラナと

類似のプロジェクトをグジャラート州でも展開することを

検討中だ。

カルナタカ州は、工業団地開発のため取得済みの土地３

万エーカー、計画発表済みの候補地を12万エーカーもって

いる。この数字は今回訪問した州の中で恐らく最も大きく、

開発用地に余裕がある。

グジャラート州では、タタモータースが西ベンガル州か

らナノ生産工場を移転したサナンド工業地区を訪問した。

アメダバードから、国道８号線と官民パートナーシップ

（PPP）で建設した州道（State Highway）を利用し１時間

弱で到達する。このエリアでは、デリー・ムンバイ産業コ

リドープロジェクトのひとつ、スマートグリットプロジェ

クトも予定されているといい、マルチスズキの工場予定地

もあると聞いた。グジャラート州の投資誘致政策はインド

随一。古くから日立は進出しているが、日本の製造業にな

ぜかなじみがなかった。ムンバイという大消費地を控えて

おり、投資環境整備をみれば、将来の日本企業進出のメッ

カになるのではないかと思う。グジャラート州政府機関か

らは、「日本企業は結論を出すのに時間がかかる。もし進出

を決定すれば、３カ月以内に適当な土地を提供できる」と

いわれた。

チェンナイでは多くの日本企業が進出しているオラガダ

ム地区を視察した。

ダイムラーは、ドイツ以外では３番目に大きいというト

ラック工場を前日に落成させたばかりであった。ダイムラ

ーは、９月から当初年産３万6000台のトラックを生産、う

ち20％程度を輸出に向けるということだ。インドへ進出す

る自動車企業の工場進出の規模は大きい。稼働率を維持し

生産コストを下げるために、輸出は重要な戦略だ。インド
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